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令和５年度 遠軽町財務書類 

（統一的な基準による財務書類） 

 

１ 財務書類の解説 

（１）はじめに 

・ 公会計の整備については、平成１８年に国が示した「地方公共団体における行政改革の更

なる推進のための指針」において、国の作成基準に準拠し、４つの財務書類（貸借対照表、

行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）の作成及び公表が地方公共団体に

求められているところです。 

 

 ・ 従来の財務書類の作成方式については、総務省から２つの方式（総務省方式改訂モデル、

基準モデル）が示されており、遠軽町においては「総務省方式改訂モデル」を用いて財務書

類を作成・公表してきました。 

 

・ 財務書類作成の基準が自治体によって異なることにより、市町村間の比較が難しいという

課題などがあったことから、平成２７年に、両モデルの統一を図ることが決定され、固定資

産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類作成の「統一的な基準」が総務省にお

いて示されました。これを受けて遠軽町においても、「統一的な基準」を用いて、財務書類を

作成し、公表することとしています。 

 

（２）財務書類４表の解説 

 ・財務書類４表のそれぞれ表す内容は、次のとおりです。 

区分 内容 

貸 借 対 照 表 【 Ｂ Ｓ 】 
基準日時点における財政状態（資産・負債・純資産の

残高及び内訳）を表示したもの。 

行政コスト計算書【ＰＬ】 
一会計期間中の費用・収益の取引高を表示したもの。

（現金収支を伴わない減価償却費等も費用として計上） 

純資産変動計算書【ＮＷ】 
一会計期間中の純資産及びその内部構成の変動を示

したもの。 

資金収支計算書【ＣF】 

一会計期間中の現金の受払いを業務活動収支、投資活

動収支、財務活動収支の３つの区分に分けて示したも

の。 
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・財務書類４表構成の相互関係 

 

   貸借対照表      行政コスト計算書    純資産変動計算書    資金収支計算書 

    【BS】          【PL】         【NW】        【CF】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             ＋本年度末歳計外現金残高 

 

○貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末

歳計外現金残高を足したものと対応します。 

○貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純資産

変動計算書の本年度末残高と対応します。 

○行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産 

 

うち 

現金 

預金 

負債 

純資産 

 

経常費用 

経常収益 

臨時損失 

臨時利益 

純行政コスト 

 

前年度末残高 

純行政コスト 

財源 

固定資産等の変動 

本年度末残高 

 

業務活動収支 

投資活動収支 

財務活動収支 

前年度末残高 

本年度末残高 
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（３）令和５年度財務書類４表の概要 

 ・作成基準日 

  令和６年３月３１日（出納整理期間における現金の受払等を含めて取扱います。） 

 ・対象となる会計の範囲 

  令和５年度決算における財務書類は、一般会計財務書類と全体会計財務書類（一般会計＋特

別会計＋企業会計）の区分で作成しました。 

  

 ①一般会計 

  ○貸借対照表【BS】 

   ・資産は、639億 8,496万円です。 

    有形固定資産が 526億 759万円とその大部分を占めています。 

   ・負債は、306億 4,068万円です。 

    地方債が 254億 103万円とその大部分を占めています。 

   ・純資産は、333億 4,428万円です。 

  ○行政コスト計算書【PL】 

   ・経常費用は、153億 6,639万円です。 

    人件費などの「業務費用」が 55％、補助金などの「移転費用」が 45％となっています。 

   ・経常収益は、7億 2,926万円です。 

    受益者負担比率は 4.7％で、コストの大部分は税や地方交付税などで賄われています。 

  ○純資産変動計算書【NW】 

   ・純資産は、１年間で、9億 1,869万円の減少です。 

    純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を現役世代が消費して便益を享受したこと

を意味するものであり、現役世代の負担が軽減されたこととなります。 

  ○資金収支計算書【CF】 

   ・本年度資金収支額は、4 億 8,302 万円のマイナスとなり、本年度末資金残高は、2 億

2,247万円に減少しました。 

 

②全体会計  

  ○貸借対照表【BS】 

   ・資産は、853億 2,323万円です。 

    有形固定資産が 724億 2,199万円とその大部分を占めています。 

   ・負債は、455億 6,452万円です。 

    地方債が 313億 5,854万円とその大部分を占めています。 

   ・純資産は、397億 5,872万円です。 

 ○行政コスト計算書【PL】 

   ・経常費用は、199億 5,213万円です。 

    人件費などの「業務費用」が 51％、補助金など「移転費用」が 49％となっています。 



- 4 - 

 

   ・経常収益は、14億 6,131万円で、受益者負担比率は 7.3％です。 

  ○純資産変動計算書【NW】 

   ・純資産は、１年間で、7億 6,817万円の減少です。 

  ○資金収支計算書【CF】 

   ・本年度資金収支額は 4 億 4,130 万円のマイナスとなり、本年度末資金残高は、13 億

7,172万円に減少しました。 

 

また、一般会計及び全体会計に係る財務書類４表について、それぞれ内容を簡潔に要約すると、

次のとおりになります。 

 

 

 

〇貸借対照表【ＢＳ】 （単位：百万円）

一般会計 全体会計 一般会計 全体会計

１固定資産 59,926 80,037 １固定負債 27,757 41,949
（１）有形固定資産 52,608 72,422 （１）地方債 25,401 31,359

（２）無形固定資産 - - （２）退職手当引当金 2,356 2,356

（３）投資等 7,318 7,615 （３）その他 - 8,234

２流動資産 4,059 5,286 ２流動負債 2,884 3,615
（１）現金預金 237 1,387 （１）１年以内償還予定地方債 2,751 3,329
（２）未収金 30 106 （２）未払金 - 142
（３）基金 3,792 3,792 （３）前受金 - -
（４）棚卸資産 - 2 （４）賞与等引当金 118 129
（５）徴収不能引当金 - -1 （５）預り金 15 15

負債合計 30,641 45,564

一般会計 全体会計

１固定資産等形成分 63,558 83,627

２余剰分（不足分） -30,214 -43,868

純資産合計 33,344 39,759

資産合計 63,985 85,323 負債・純資産合計 63,985 85,323

資産の部
金額 金額

負債の部

金額
純資産の部



- 5 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：百万円）

一般会計 全体会計
１経常費用 15,367 19,952
（１）業務費用 8,517 10,234
（２）移転費用 6,850 9,718
２経常収益 730 1,461
（１）使用料及び手数料 380 1,099
（２）その他 350 362

純経常行政コスト合計 14,637 18,491

一般会計 全体会計

１臨時損失 22 56
（１）災害復旧事業費 22 22
（２）資産除売却損 - 34
２経常利益 80 80
（１）資産除売却益 80 80
（２）その他 - -

純行政コスト 14,579 18,467

純経常行政コスト

純行政コスト

金額

金額

〇資金収支計算書【ＣＦ】 （単位：百万円）

一般会計 全体会計

１業務活動収支 387 980
（１）業務支出 12,726 16,428
（２）業務収入 12,433 16,728
（３）臨時支出 22 22
（４）臨時収入 702 702
２投資活動収支 -1,178 -1,740

（１）投資活動支出 2,896 3,735
（２）投資活動収入 1,718 1,995

３財務活動収支 308 319
（１）財務活動支出 2,557 3,148
（２）財務活動収入 2,865 3,467

本年度資金収支 -483 -441

前年度末資金残高 705 1,812

本年度末資金残高 222 1,371

前年度末歳計外現金残高 15 15

本年度歳計外現金増減額 0 0

本年度末歳計外現金残高 15 15

本年度末現金預金残高 237 1,386

科目
金額

〇純資産変動計算書【ＮＷ】 （単位：百万円）

合計
固定資産
等形成分

余剰金
(不足分)

合計
固定資産
等形成分

余剰金
(不足分)

前年度純資産残高 34,263 63,443 -29,180 40,527 83,471 -42,944

１純行政コスト -14,579 - -14,579 -18,467 - -18,467
２財源 13,963 - 13,310 17,313 - 17,313

本年度差額 -1,268 - -1,268 -1,153 - -1,153

１固定資産等の変動 - -234 234 - -230 230

（１）有形固定資産等の増加 - 2,101 -2,101 - 3,047 -3,047
（２）有形固定資産等の減少 - -2,382 2,382 - -3,378 3,378
（３）貸付金・基金等の増加 - 799 -799 - 854 -854
（４）貸付金・基金等の減少 - -753 753 - -753 453
２資産評価差額 - - - - - -

３無償所管換等 -9 -9 - -3 -3 -
４その他 358 358 - 358 358 -

本年度純資産変動額 -919 115 -1,034 -768 156 -924

本年度末純資産残高 33,344 63,558 -30,214 39,759 83,627 -43,868

一般会計 全体会計
科目
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２ 財務書類の分析（一般会計等） 

  財務書類や各種資料からの数値を指標に置き換え、類似団体などとの比較分析をします。 

  ※類似団体とは 

市町村の態様を決定する要素のうちで最もその度合が強く、容易かつ、客観的に把握でき

る「人口」と「産業構造」により設定された類型により、大都市、特別区、中核市、特例市、

都市、町村ごとに団体を分別したものです。「人口」「産業構造」ともに令和２年国勢調査を

基に設定されており、遠軽町は「町村Ⅳ-2」（人口 1万 5千人以上 2万人未満、二次・三次

産業 80％以上で三次産業 60％以上）に該当しており、令和４年度は全国で５９町村が同じ

類型に属しています。 

 

（１）純資産比率（％） 

   【計算式】：（BS）純資産合計÷（BS）資産合計額 

   資産のストック情報（資産額）に対する純資産の比率を算出し、保有している有形固定資

産等がどの世代の負担により行われたかを示すものです。 

 令和５年度 令和４年度 

純資産合計額 33,344百万円 34,263百万円 

資産合計額 63,985百万円 64,348百万円 

純資産比率 52.1％ 53.2％ 

類似団体平均（R4） 74.7％ 

遠軽町の純資産比率は、52.1%となっており、前年度より 1.1%減少しました。平均値と

比べ低い水準です。 

 

（２）住民一人当たりの資産額（万円） 

   【計算式】：（BS）資産合計額÷人口（R6.1.1現在） 

   住民一人当たりの資産額を示すものです。 

 令和５年度 令和４年度 

資産合計額 6,398,496万円 6,434,806万円 

人口 18,068人 18,511人 

住民一人当たりの資産額 354.1万円 347.6万円 

類似団体平均（R4） 238.7万円 

遠軽町の「住民一人当たりの資産額」は 354.1 万円で前年度から 6.5 万円増加し、平均
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値の 238.7万円より高い水準です。 

資産が多いということは、それだけ住民の福祉の増進や住民サービスに寄与することにな

りますが、その一方で資産の大きさに応じて維持補修費などのコストが発生します。 

 

（３）住民一人当たりの負債額（万円） 

   【計算式】：（BS）負債合計÷人口（R6.1.1現在） 

   住民一人当たりの負債額を示すものです。 

 令和５年度 令和４年度 

負債合計額 3,064,068万円 3,008,509万円 

人口 18,068人 18,511人 

住民一人当たりの負債額 169.6万円 162.5万円 

類似団体平均（R4） 60.5万円 

住民一人当たりの負債額が低ければ借金が少なく、財政運営が健全であるといえますが、

遠軽町は前年度から 7.1万円増加しており、平均値より高い水準となっています。 

 

（４）資産老朽化率（有形固定資産減価償却率）（％） 

   【計算式】：（BS）減価償却累計額÷（BS）取得価額等※1 

   ※1 有形固定資産－土地等の非償却資産＋減価償却累計額 

   有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の比率を算出し、資

産の耐用年数に対して、資産の取得からどの程度経過しているか示すものです。 

 令和５年度 令和４年度 

減価償却累計額 94,749百万円 93,549百万円 

取得価額等 138,451百万円 137,522百万円 

資産老朽化率 68.4％ 68.0％ 

類似団体平均（R4） 65.3％ 

この指標が 50％になると、現在保有している建物や施設の帳簿上の価値が半分失ってい

るということになります。今後の施設等の更新時期や更新費用について留意する必要がある

ことを警告するものです。 

遠軽町の指標は、68.4％であり、平均値と比べて資産の老朽化が進んでいることから、遠

軽町公共施設等総合管理計画及び個別施設計画等に基づき、対策を推進する必要があります。 
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（５）住民一人当たりの行政コスト 

   【計算式】：（PL）純行政コスト÷人口（R6.1.1現在） 

   住民一人当たりの行政コストを表すことにより、自治体の行政活動の効率性を示すもので

す。 

 令和５年度 令和４年度 

純行政コスト 1,457,860万円 1,482,062万円 

人口 18,068人 18,511人 

住民一人当たりの行政コスト 80.7万円 80.1万円 

類似団体平均（R4） 52.9万円 

遠軽町は 80.7 万円で前年度から増加しており、住民一人当たりのコストは平均値と比較

すると高い水準になっています。 

 

（６）受益者負担割合（％） 

   【計算式】：（PL）経常収益÷（PL）経常費用 

   経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担額）に対する経常費用（行

政サービス提供に係る負担）の比率を算出することにより、行政サービスの提供に対する受

益者負担割合を示すものです。 

 令和５年度 令和４年度 

経常収益 729百万円 838百万円 

経常費用 15,366百万円 15,687百万円 

受益者負担比率 4.7％ 5.3％ 

類似団体平均（R4） 4.7％ 

遠軽町の受益者負担割合は 4.7％であり、平均値と同水準となっています。前年度より減

少し、経常費用を経常収益で賄っている割合が低くなったことを示しています。 

 

   


